
主要施策名：（１）農林業の振興

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業
コード

事務事業 所管課

311-1 農業振興・支援事業 農林水産政策課

311-2 農業生産向上対策事業 農林水産政策課

311-3 強い農業総合支援交付金事業 農林水産政策課

311-4 環境保全型農業支援事業 農林水産政策課

311-5 産地生産基盤パワーアップ事業 農林水産政策課

311-6 攻めの園芸生産対策事業 農林水産政策課

311-7 園芸産地における事業継続強化対策事業 農林水産政策課

311-8 畑作構造転換事業 農林水産政策課

311-9 新型コロナ対策農林水産支援事業 農林水産政策課

311-10 農水産業燃油価格緊急補填事業 農林水産政策課

311-12 畜産振興事業 農林水産政策課

311-13 水田産地化総合推進事業 農林水産政策課

311-14 経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業） 農林水産政策課

311-15 鍋松原海岸施設管理・運営事業 農林水産政策課

311-16 鳥獣被害対策事業 農林水産政策課

311-18 国営造成施設管理事業 農地整備課

312-1 耕作放棄地等対策及び活用事業 農林水産政策課

312-2 土地改良事業 農地整備課

312-9 土地改良施設適正化事業 農地整備課

312-11 海岸樋門等維持管理事業 農地整備課

312-12 多面的機能支払交付金事業 農地整備課

312-13
団体営農業農村整備事業（農業水路等長寿命化・
防災減災型）

農地整備課

312-14 団体営農業農村整備事業（農地耕作条件改善型） 農地整備課

③賑わいと活力
ある産業づくり

（１）農林業の振
興

事務事業本数：34

（１）農産物の振興

（２）農業基盤整備の
推進



基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業
コード

事務事業 所管課

312-15 団体営農業農村整備事業（集落基盤整備型） 農地整備課

312-17 農業経営高度化支援事業 農地整備課

312-19 機構集積支援事業 農業委員会事務局

313-1 地域農業経営安定推進事業 農林水産政策課

313-2 農地中間管理事業 農林水産政策課

313-4 担い手育成推進事業 農林水産政策課

313-5 担い手確保・経営強化支援事業 農林水産政策課

313-6 農業者年金事業 農業委員会事務局

314-1 林業振興事業 農林水産政策課

314-2 林道事業 農林水産政策課

314-3 森林保全事業 農林水産政策課

③賑わいと活力
ある産業づくり

（１）農林業の振
興

（３）農業経営者の育
成と受け皿づくり

（４）森林の多面的活
用と整備

（２）農業基盤整備の
推進
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≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 15,691 14,281 17,458 13,483

小　　　　計 10,678 8,762 8,200 8,506

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.95 1.60 1.57 1.57

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 5,013 5,519 9,258 4,977 0

一般財源 4,749 5,296 5,470 4,791

0

その他 0 0 0 6 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 264 223 3,788 180 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・農業者団体に対して品質向上、所得向上を目的に開催する研修等に
対し補助する。
・農業経営の安定化のため、制度資金の利子補給を行う。
・負担金を支出することによって、関係団体等の運営支援を行う。
・商標「草枕」を広く周知し、果樹販売推進を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　10　）本

① 農業振興関係団体補助事業

② 各種利子補給事業

③ 農業振興関係団体負担金事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者・農業振興関係協議会、農協等

意図
（どのような状態にしたいか）

国や県の様々な制度を利用することにより、農家の育成や経営の安定化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業経営が出来なくなることで、耕作放棄地の増加や地域農業の衰退が懸念される。そのため営農を続けるために
結成されている協議会等の組織強化を図るなどの支援が必要である。

法令、県･市条例等【 農業制度資金利子補給金交付要綱、農家経営安定緊急特別対策資金利子補給金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 農業振興・支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 大村　優

事務事業コード 311-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
団体・組織への活動費に対する補助金については、引き続き、交付内容や交付額を適正なものとし交
付していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業経営の安定化のため、現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

コロナ禍での活動自粛等により一部関係団体への負担金を減額した。草枕展望農園の園内トイレの修繕を計画から１年前倒
しで行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 利子補給率

金融機関が請求した利子に対する支
払金額の割合

％
100

133.33% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 120.00% （↑） 62.50% （↓）

13,483

対象１単位あたりのコスト（千円） 6 5 8 6

R04年度予算

対象（ 農業経営体数 2623 2623 2175 2175

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 15,691 14,281 17,458

26 22 22

農業振興関係団体負担金
事業

事業運営のための負担金を支
出する。

負担金支出団体数 団体 9 8 8 8

各種利子補給事業
金融機関から借り入れた資金
の利子を補助する

補給農家の延べ戸数 戸 31

R02実績 R03実績 R04計画

農業振興関係団体補助事
業

補助金を交付することにより事
業運営を補助する。

補助金交付団体数 団体 1 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 30,594 41,661 42,108 45,795

小　　　　計 5,750 9,747 8,670 8,994

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.05 1.78 1.66 1.66

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 24,844 31,914 33,438 36,801 0

一般財源 16,741 19,755 21,448 22,079

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 4,849 4,697 0 0 0

県支出金 3,254 7,462 11,990 14,722 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・認定農業者等が整備・取得する機械、施設及び機械作業に必要な免
許等に補助金交付
・傾斜農用地に耕作する地域及び農地に補助金交付
・生活研究グル－プに補助金交付
・産業祭実行委員会に補助金交付
・土地利用型農業の再編計画に基づき、生産組織に補助金交付
・基盤整備や施設整備を行うモデル地区に補助金交付

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 農業機械等整備事業

② 中山間地域等直接支払制度事業

③ 産業祭補助金事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者、団体

意図
（どのような状態にしたいか）

耕作条件の不利な地域での営農や農作業の効率化に対し支援することで、地域農業の活性化を促進し、農業生産
性の向上と農業経営の安定を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

高齢化による離農や担い手不足により耕作放棄地や休耕地が増加する中、地域の農業・農村を維持し発展させて
いくため地域農業者や担い手による集落営農の定着に向けた取組の支援が求められている。

法令、県･市条例等【 中山間地域等直接支払交付実施要領・玉名市農業機械等整備事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 農業生産向上対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 前田、山田、黒田、小畠

事務事業コード 311-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
大俵まつりと合同開催する市産業祭は新型コロナウイルスの感染拡大状況に応じたより良い開催方法
を検討・実施していく。また、農業用機械等整備事業は今後も適宜改善を加えることで、農業者ニーズ
に合った市独自事業として継続実施する。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農業生産向上対策のため、現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

825,624 862,713 872,388

825,624 861,468 872,388
2 傾斜農用地耕作面積 組織が耕作した傾斜農用地面積 ㎡

825,624

30 30 30

15 34 33
1 農業機械又は施設の整備件数 機械又は設備整備件数 件

32

90.48% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 75.00% （↓） 84.21% （↓）

45,795

対象１単位あたりのコスト（千円） 12 16 19 21

R04年度予算

対象（ 農業経営体数 2623 2623 2175 2175

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 30,594 41,661 42,108

6 6 6

産業祭補助金事業
実行委員会に補助金を交付し、地
域農業の活性化を図る。

補助金交付組織数 組織 1 0 1 1

中山間地域等直接支払制
度事業

傾斜農用地に耕作する農家組織等に対し補助
金を交付し、農業経営を支援する。 補助金交付組織数 組織 5

R02実績 R03実績 R04計画

農業機械等整備事業
認定農業者に補助金を交付し、農
業経営の安定を図る。

補助金交付農業者数 戸 15 34 33 30

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 353,411 10,644 63,339 2,438

小　　　　計 6,297 3,286 5,223 2,438

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.15 0.60 1.00 0.45

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 347,114 7,358 58,116 0 0

一般財源 0 81 164 0

0

その他 5,823 7,277 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 341,291 0 0 0 0

県支出金 0 0 57,952 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
農産物の収量増加や品質向上に向けた優良品種の導入等の取組に
必要となる、省力・低コスト化を図れる共同利用施設の整備等に対して
支援する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 強い農業づくり支援事業

② 担い手づくり総合支援交付金事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

生産出荷団体、農協、認定農業者、集落営農組織等

意図
（どのような状態にしたいか）

農畜産物の高品質・高付加価値化、低コスト化及び食品流通の合理化等、地域における生産から流通・消費までの
対策を総合的に推進し産地競争力の強化と食品流通の合理化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

消費・流通構造の変化に伴う外食産業・流通業界のニーズに、国産農畜産物が対応しきれなくなったことによる輸入
農畜産物の急速な代替や農業従事者の減少・高齢化、農業所得の減少、耕作放棄地の増加及び更なる流通効率
化の必要性等の様々な問題が顕在化しているため、国産農畜産物の安定的供給体制の構築を図る必要がある。

法令、県･市条例等【 強い農業づくり交付金実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 強い農業総合支援交付金事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 二瀬・小畠

事務事業コード 311-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
全国的に見て事業採択レベルが上昇しており、やや狭き門となりつつあるが、設備投資する農業者に
は有利な事業であるため、申請前相談等の場面において、申請するに当たり幾分でも優位なものとな
るような指導・助言を継続していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

事業審査の厳格化、成果目標未達成の事業主体分のヒアリング等に対応するために、事業計画等の十分な協議、確認を行う
必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

申請者の配分ポイントにより採択結果が左右され、年々国の採択状況も厳しくなっているため、市としての基準を設けて事業
に取り組んだ。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

10 3 0

17 0 3
1 導入施設等件数 事業において導入した施設等件数 件

12

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

2,438

対象１単位あたりのコスト（千円） 39,268 0 63,339 0

R04年度予算

対象（ 事業主体組織数 9 0 1 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 353,411 10,644 63,339

0 1 0
担い手づくり総合支援交付
金事業

国産農畜産物の生産体制や
供給体制の強化を図る。

補助金交付組織数 組織 4

R02実績 R03実績 R04計画

強い農業づくり支援事業
国産農畜産物の生産体制や
供給体制の強化を図る。

補助金交付組織数 組織 4 0 1 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 15

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,748 1,511 1,773 2,718

小　　　　計 1,369 1,095 1,149 1,625

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.20 0.22 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 379 416 624 1,093 0

一般財源 94 104 156 273

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 190 208 0 0 0

県支出金 95 104 468 820 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動を
実施する農業者団体等に、取組面積に応じて補助金を交付する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 環境保全型農業直接支払事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H27 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

環境保全効果の高い営農活動に取組む農家・団体

意図
（どのような状態にしたいか）

環境保全効果の高い営農活動に取組む農家の育成推進、経営の安定化を図る

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

環境問題に対する関心が高まる中で、環境保全を重視した農業生産に転換していくとともに、農業分野においても
地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献していく必要がある。

法令、県･市条例等【 環境保全型農業直接支払交付金実施要綱、要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 環境保全型農業支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 林田　安史

事務事業コード 311-4 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
国の「みどりの食料システム戦略」では、脱炭素社会の実現に向け2050年までに有機農業の農地面積
拡大及び農薬・化学肥料の使用量削減を取組目標に掲げていることから、今後目標の達成に向け関
係機関との連携を図り必要な検討を進めていく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地球温暖化防止や生物多様性保全に取り組む農家の育成推進、経営の安定化のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 取組予定の団体が、採択要件（農業者の人数）を満たすことができず、申請を断念されたため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

802 1001 838

474 347 520
1 支援対象取組面積 環境保全型農業の取組面積 a

697

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 133.33% （↑）

2,718

対象１単位あたりのコスト（千円） 4 4 3 3

R04年度予算

対象（ 取組面積 474 347 520 838

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,748 1,511 1,773

R02実績 R03実績 R04計画

環境保全型農業直接支払
事業

環境保全型農業に取組む農家・団
体へ補助金を交付する。

交付農家数 戸 3 2 3 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 16

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 21,333 41,698 107,325 142,205

小　　　　計 3,833 3,833 3,656 3,793

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.70 0.70 0.70 0.70

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 17,500 37,865 103,669 138,412 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 17,500 37,865 0 0 0

県支出金 0 0 103,669 138,412 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
TPP対策として事業化された補助事業である。地域一丸となって収益
力強化に取り組む産地に対して、「産地パワーアップ計画」の実現に必
要な農業機械のリース導入や施設の整備に係る経費等を支援する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 産地生産基盤パワーアップ事業

② 産地生産基盤パワーアップ事業（R2繰） 

③ 産地生産基盤パワーアップ事業（R3繰）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ28 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

販売目的で生産する販売農家、農業法人

意図
（どのような状態にしたいか）

地域一丸となって収益力強化に取り組む産地に対して、「産地パワーアップ計画」の実現に必要な農業機械のリース
導入や施設の整備に係る経費等を支援することで、産地の強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

国際的な流れとしてTPPの影響に対応するため、水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫し、農業の国際競争
力の強化を緊急に実施する必要がある。

法令、県･市条例等【 産地生産基盤パワーアップ事業実施要綱・要領、県実施方針 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 産地生産基盤パワーアップ事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 三村　斉也

事務事業コード 311-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
農作物の収益力強化を図る産地として設定された成果目標の達成のために、市としても、事業管理を
継続実施し、品質向上や収量増加等に向けた指導を強化していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

産地強化のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

2 2 2

1 2 2
1 取組主体者件数

産地のパワーアップに取り組む取組主
体者の件数

件
1

75.47% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 102.32% （↑） 38.85% （↓）

142,205

対象１単位あたりのコスト（千円） 21,333 20,849 53,663 71,103

R04年度予算

対象（ 　　取組主体者件数 1 2 2 2

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 21,333 41,698 107,325

― 2 ―

産地生産基盤パワーアッ
プ事業（R3繰）

産地パワーアップに取り組む対象
者へ補助金を交付する

補助金交付件数 件 ― ― ― 1

産地生産基盤パワーアップ事
業（R2繰）

産地パワーアップに取り組む対象
者へ補助金を交付する

補助金交付件数 件 ―

R02実績 R03実績 R04計画

産地生産基盤パワーアッ
プ事業

産地パワーアップに取り組む対象
者へ補助金を交付する

補助金交付件数 件 1 2 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 12,804 3,587 11,197 1,084

小　　　　計 2,738 1,095 940 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.50 0.20 0.18 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 10,066 2,492 10,257 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 10,066 2,492 10,257 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

3戸以上の農家が組織する団体の機械・設備等導入に対する補助金交
付
・補助率1/3以内
・内容　自動開閉装置、二重カーテン施設、高設育苗システム、灌水施
設、循環扇、中カーテン自走施設、発電機、ハウス補強施設等

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 攻めの園芸生産対策事業 

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H28 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家及び農業者が組織する団体

意図
（どのような状態にしたいか）

生産力向上や省力化等が図られる施設及び設備等の導入を支援し、農業経営の安定化と園芸作物の振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

県農業の主要品目である野菜・果樹・花きについて、気象災害の頻発や燃油・資材価格等の高騰をはじめとした厳
しい状況下で、産地が高品質の生産物を安定的に供給できるよう支援する必要がある。

法令、県･市条例等【 攻めの園芸生産対策事業実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 攻めの園芸生産対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 林田　安史

事務事業コード 311-6 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
全国有数の野菜・果樹の産地であり、品質・量ともに安定した生産・供給が持続するには有益な事業で
あり、引き続き、積極的な事業活用を促していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

園芸農家支援のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

当初計画時の事業内容ヒアリングの際、申請団体に対し、より十分な聴き取りを行った。また、事業の流れ等の共有を図った
ため、交付申請後の大幅な事業の変更・取り下げも無く事業を完了した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

350,617 266,698 0

462,390 92,646 597,919
2 園芸作物作付面積 組織構成員の園芸作物面積 ㎡

93,581

178 117 0

161 71 119
1 導入施設・機械件数 事業において導入した施設・機械件数 件

159

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 101.95% （↑） 160.18% （↑）

1,084

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,829 1,794 1,120 0

R04年度予算

対象（ 事業主体組織数 7 2 10 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 12,804 3,587 11,197

R02実績 R03実績 R04計画

攻めの園芸生産対策事業
農家組織に補助金を交付し、園芸農家の施設
整備を支援する。 補助金交付組織数 組織 7 2 10 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 20

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 0 17,845 1,625

小　　　　計 0 0 2,612 1,625

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.50 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 0 15,233 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 8 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 15,225 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
老朽化等により十分な耐候性がなく対策が必要な既存の農業用ハウ
スに対し、補強や防風ネットの設置等を支援することで、災害による農
業用ハウスの倒壊や損傷を防止する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 園芸産地における事業継続強化対策事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R3 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者の組織する団体、農業者

意図
（どのような状態にしたいか）

既存の農業用ハウスへの被害防止対策を支援することにより、災害被害の軽減を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

近年の台風、大雪等の度重なる災害により、農業用ハウスに甚大な被害が生じており、今後の野菜等の安定供給を
図るためには、農業用ハウスの補強や保守管理等の早急な対策が求められている。

法令、県･市条例等【 園芸産地における事業継続強化対策補助金要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 園芸産地における事業継続強化対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 二瀬

事務事業コード 311-7 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
近年多発する台風等の自然災害からのハウス施設の被害防止や軽減を図り、野菜等の安定供給に繋
げる有益な事業であり、今後も継続して実施していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

関係機関と連携し要望調査を実施し、災害による被害の軽減を図るため、現状のまま被害防止対策の支援を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

*** 12 0

12
1 導入施設等件数

事業において取り組んだ施設等
件数

件
***

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

1,625

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 8,923 0

R04年度予算

対象（ 事業主体組織数 0 0 2 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 17,845

R02実績 R03実績 R04計画

園芸産地における事業継
続強化対策事業

農業用ハウスの補強や保守管
理を図る

補助金交付組織数 組織 *** *** 2 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 21

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 1,718 261 271

小　　　　計 0 548 261 271

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.10 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 1,170 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 1,170 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
ばれいしょ等の気象災害リスク等軽減のための、生産技術や病害虫抵
抗性品種の導入等に向けた取組を総合的に支援するための、補助金
を交付する

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 畑作構造転換事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R2 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者、団体

意図
（どのような状態にしたいか）

ばれいしょ等の気象災害リスク等軽減のための生産技術や病害虫抵抗性品種の導入等に向けた取組を総合的に
支援し、持続可能な畑作産地への構造転換を図る

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

労働力不足や輪作の乱れによる連作障害リスクや気象災害リスクの拡大等、畑作産地における様々な課題への対
応力を強化する必要がある

法令、県･市条例等【 畑作構造転換事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 畑作構造転換事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 黒田　章吾

事務事業コード 311-8 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
令和2年度に事業実績があり、3年度には事業費予算を伴わない事後的な事務処理だけが行われたも
のである。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

持続可能な畑作産地への構造転換を図るため、現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 事業実施者がいなかったため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

39 0 0

ー 45 0
1 対象取組面積 病害虫抵抗性品種の導入面積 ha

ー

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

271

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 38 0 0

R04年度予算

対象（ 取組面積 0 45 0 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 1,718 261

R02実績 R03実績 R04計画

畑作構造転換事業
畑作構造改善事業に取り組む農
家・団体へ補助金を交付する

交付農家数 戸 ー 5 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 22

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 35,507 1,306 8,516

小　　　　計 0 7,666 1,306 1,355

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 1.40 0.25 0.25

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 27,841 0 7,161 0

一般財源 0 27,721 0 2,506

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 120 0 4,655 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入が前期より10％以上
減少した（見込み）農林漁業者に対する融資に対する利子補給を行う。
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、農林漁業の収入が前期
より10％以上減少した（見込み）等の農林漁業者が借り受ける支援資
金の保証料を助成する。
・卸売市場での売り上げ減少の影響を受けた、野菜・花き・果樹・茶等
の高収益作物について、次期作に取組む生産者の支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 新型コロナウイルス対策緊急支援資金利子補給事業

② 新型コロナウイルス対策緊急支援資金保証料助成事業

③ 高収益作物次期作支援交付事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 令和2 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者、農業関係団体

意図
（どのような状態にしたいか）

新型コロナウイルスの影響を受けた農家等の健全な営農活動の確立を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で外出自粛やイベント開催の中止・縮小等により農産物の需要が低迷したた
め、価格低下が著しい品目があり、今後の安定した営農活動に影響が出ている。

法令、県･市条例等【 高収益作物次期作支援交付金実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 新型コロナ対策農林水産支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 黒田、小畠

事務事業コード 311-9 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けた農林漁業者の経営は大変厳しい状況にあるこ
とから、引き続き、国費等の財源を有効活用した市独自の支援策を断続的かつ積極的に実施していく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コロナ禍にある農林漁業者の経営安定のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

コロナの状況を踏まえ、国の制度等を活用し、必要な支援を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

*** 100 100
1 利子補給率

金融機関が請求した利子に対する支
払金額の割合

％
***

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 11.93% （↓）

8,516

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 39 327 0

R04年度予算

対象（ 受益農家数 0 900 4 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 35,507 1,306

49 40 10

高収益作物次期作支援交
付事業

卸売市場での売り上げ減少の影響を受けた、
野菜・花き・果樹・茶等の高収益作物につい
て、次期作に取組む生産者の支援。

申請事業実施主体数 口 *** 1 1 1

新型コロナウイルス対策緊急支援資金
保証料助成事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、
農林漁業の収入が前期より10％以上減少した
（見込み）等の農林漁業者が借り受ける支援資
金の保証料を助成する。

新規補助金交付農業者数
件 ***

R02実績 R03実績 R04計画

新型コロナウイルス対策緊急
支援資金利子補給事業

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収
入が前期より10％以上減少した（見込み）農林
漁業者に対する融資に対する利子補給を行
う。

新規補助金交付農業者数
件 *** 49 40 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 28

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 0 0 8,457 650

小　　　　計 0 0 627 650

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.00 0.12 0.12

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

7,830

小　　　　計 0 0 7,830 0 7,830

一般財源 0 0 7,830 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

燃油価格が一定の基準（発動基準価格）を上回った場合に、国と農漁
業者で積み立てた資金（負担割合は１：１）から、その差額に補填の対
象となる燃油の数量を乗じた補填金を交付します（農漁業者の積立額
に対し１／３以内を補助）

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 農水産業燃油価格緊急補填事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 R3 年度～ R4 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農協や漁協あるいは農水産業者で組織する任意団体

意図
（どのような状態にしたいか）

燃油高騰により農漁業者の経営に大きな影響があり、交付金により負担を軽減することで経営の安定化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業及び漁業の生産活動に不可欠な各種燃油の高騰が生産者の経営安定に大きな影響をもたらしている。このた
め現行の国の支援策である農業者向け施設園芸セーフティネット構築事業及び、漁業者向け漁業経営セーフティー
ネット構築事業の追加補填として燃油代の一部を補助することで、農水産業者の経営安定化を図ります。

法令、県･市条例等【 玉名市農水産業燃油価格緊急補填事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 農水産業燃油価格緊急補填事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 前田、森川

事務事業コード 311-10 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
コロナ禍に加え、原油価格の高騰は農水産業の持続的な経営に大きな打撃を与えていることから、国
を始め県とも歩調を合わせた市としての有効な支援策を講じていく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

燃油高騰による農漁業者の経営の安定化のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

なじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 農業者は１１月購入分、漁業者は第２～４四半期の購入分の実績であり、農漁業者により購入時期が異なるため未達成となる。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

*** 1,042 1,042

*** *** 755
1 燃油購入者数

セーフティネット加入者のうち燃油購入
者の合計

人
***

1100.00% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

650

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 11 1

R04年度予算

対象（ 受益農水産業者数 0 0 755 1042

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 0 0 8,457

R02実績 R03実績 R04計画

農水産業燃油価格緊急補
填事業

農水産業者に補助金を交付
し、経営の安定化を図る

補助金交付農水産業
者数

人 *** *** 755 1042

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,794 2,068 2,600 2,715

小　　　　計 1,369 1,643 1,828 2,167

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.30 0.35 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 425 425 772 548 0

一般財源 425 425 772 548

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名市における畜産業の経営安定と畜産振興を図るため、農業者が
行う防疫対策に要する経費に対して補助を行う。
・熊本県城北地区家畜自衛防疫促進協議会を通して行う家畜の予防
接種に要する経費に対し、予算額の範囲内において25％以内の補助。
・城北地区家畜自衛防疫促進協議会に負担金を支出する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 家畜防疫対策事業

② 畜産振興関係団体負担金業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ18 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

畜産農家

意図
（どのような状態にしたいか）

施設・敷地内の防疫対策や予防接種等を実施することにより、家畜伝染病等の発症を防ぎ、畜産業の経営安定と振
興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

畜産農家の経営は、飼料や資材などの価格が高騰し、農業経営を圧迫している。伝染性の強いウイルスの場合な
ど、地域的に発症することが多く、畜産経営の安定を確保するため、施設・敷地内の防疫対策や予防接種による家
畜の病気を未然に防ぐ必要がある。

法令、県･市条例等【 玉名市家畜防疫対策事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 畜産振興事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 林田　安史

事務事業コード 311-12 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
高病原性鳥インフルエンザが昨年は長期にわたり全国的に多発したことから、今後も豚熱、口蹄疫等
を含む全ての悪性伝染病の防疫措置については、引き続き万全な体制で臨むこととする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

畜産業の振興のため現状のまま継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 予防接種成果率

玉名市で予防接種を受けた畜産頭数/玉名市で予防接種
を受けるべき対象畜産頭数×100 ％

100

95.59% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 86.70% （↓） 72.31% （↓）

2,715

対象１単位あたりのコスト（千円） 163 188 260 272

R04年度予算

対象（ 防疫対策補助金交付農業者 11 11 10 10

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,794 2,068 2,600

2 2 2
畜産振興関係団体負担金
業務

負担金を交付することにより、協議
会の円滑な運営を図る。

負担金支出件数 件 2

R02実績 R03実績 R04計画

家畜防疫対策事業
家畜の予防接種に要する経費に
対して補助金の交付を行う。

補助金交付農業者数 戸 11 11 10 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 9 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 2,527 2,549 2,233 2,272

小　　　　計 1,095 1,095 1,045 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 1,432 1,454 1,188 1,188 0

一般財源 0 22 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,432 1,432 1,188 1,188 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・主食用米の自主的生産調整を推進する2農協へ補助金を交付。
・産地戦略における土地利用計画や地域振興施策との調整。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 水田産地化総合推進事業

② 作付要望調査

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

米の作付目安を配布する農業協同組合

意図
（どのような状態にしたいか）

円滑に事業推進することにより、主食用米の需要に応じた計画的生産を行い、市のビジョンに沿った水田のフル活
用が行われるようにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

産地・生産者自らが、需給動向や実需者ニーズに応える産地戦略を確立し、主食用米の需要に応じた生産に取り組
むと共に水田のフル活用を図る必要がある。

法令、県･市条例等【 水田産地化総合推進事業実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 水田産地化総合推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 三村　斉也

事務事業コード 311-13 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
主食用米の自主的生産調整を推進し、需給バランスの均衡が保たれた主食用米の生産と水田活用を
進めていく。

評価責任者

前田竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

水田のフル活用を図るため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 水稲作付面積減少のため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

95 96 92

96 96 92
1 水稲作付達成率

水稲作付面積/作付目安（熊本県提
示）×100

％
95

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 100.00% （→）

2,272

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 2 2 2

R04年度予算

対象（ 作付要望調査件数 1233 1236 1119 1119

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 2,527 2,549 2,233

1,236 1,119 1,119作付要望調査
作付要望調査を行って､ＪＡ等に出荷する農家
の作付ニーズを把握。

作付要望調査提出件
数

筆 1,233

R02実績 R03実績 R04計画

水田産地化総合推進事業
農協に補助金を交付し､米作付の
把握と水田フル活用の推進する。

補助金交付団体数 件 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 9 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 22,197 23,659 22,979 23,848

小　　　　計 13,690 14,238 13,580 14,087

人
件
費

職
員
の

職員人工数 2.50 2.60 2.60 2.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 8,507 9,421 9,399 9,761 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 8,507 9,421 0 0 0

県支出金 0 0 9,399 9,761 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

食料自給率の向上を目的として、食生活上重要な農産物を生産する農
家に対して、恒常的なコスト割れ部分を補償するため、国から農産物を
生産する農家に直接交付金が支払われる。そのために転作作物の確
認等を行い、交付金がスムーズに農業者に支払われるよう事務を行っ
ている市農業再生協議会に対して支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 経営所得安定対策推進事業

②

③

その他【 地域農業再生協議会

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ24 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

販売目的で生産（耕作）する販売農家・集落営農

意図
（どのような状態にしたいか）

販売価格が生産費を恒常的に下回っている作物を対象に、その差額を交付金として支給することにより、農業経営
の安定と国内生産力の確保を図る。また、販売目的で国の戦略作物を中心とした転作作物の作付面積に交付し水
田のフル活用を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

地域農業の高齢化、担い手不足などの問題に対応するため、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補填す
る必要がある。また、食料自給率・食料自給力の維持向上を図るために麦・大豆をはじめとする国の戦略作物によ
る水田のフル活用が必要となる。

法令、県･市条例等【 経営所得安定対策関連　要綱・要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業）
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 山田　真裕

事務事業コード 311-14 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
農林水産省共通申請サービス（eMAFF）を活用した農林漁業者が行う補助金・交付金の申請がオンラ
イン上で可能となり利便性の向上が期待できるため、現行システムからの4年度内におけるシステム移
行に関し、急ぎ調整することとする。

評価責任者

前田竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

R5年度から本格稼働予定の農林水産省が取り組む共通申請サービスを活用した電子化については、引き続き現在使用して
いるシステムとの調整を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

効率的な筆情報の収集に取り組むため、対象者リストを市で作成し、対象者の洗い出しをJAに依頼し情報を得た。また、シス
テム処理の作業効率性の向上のために必要な改善を加えるため、現在使用しているシステムとの調整を図っている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 水稲作付面積減少のため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

100 96 92

96 96 92
2 生産数量目標達成率 設定した作付目安目標の達成率 ％

100

1,000 1000 1032

1,003 1,052 1032
1 経営所得安定対策加入者数 制度加入者の人数 人

1,000

95.65% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 100.00% （→）

23,848

対象１単位あたりのコスト（千円） 22 22 22 23

R04年度予算

対象（ 販売農家・集落営農加入者数 1003 1052 1032 1032

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 22,197 23,659 22,979

R02実績 R03実績 R04計画

経営所得安定対策推進事
業

地域農業再生協議会を開催し生産数量目標の
検討・算定等を行う。

協議会開催回数（事務打合せ４
回、幹事会、総会） 回 6 6 6 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 13 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 4,211 4,444 6,621 4,735

小　　　　計 548 274 1,045 542

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.05 0.20 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 3,663 4,170 5,576 4,193 0

一般財源 3,663 4,170 5,576 4,169

0

その他 0 0 0 24 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・運営状況等に関する把握及び指定管理者への指導及び助言。
・鍋松原海岸の景観を維持するため、松喰い虫の防除及び伐採を行
う。

・リスク分担に基づく施設の修繕等の維持管理を行う。
・磯の里の機能集約化及び民営化の検討、実施を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 磯の里指定管理業務

② 松原海岸樹木等伐採事業

③ 磯の里維持管理業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 指定管理

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農林水産業者、施設利用者

意図
（どのような状態にしたいか）

農水産物及びそれらの加工品等の展示、販売並びに情報受発信を行うことによって観光事業の推進及び地域の活
性化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農林水産業の活性化を促進し、地域振興の拠点とするために熊本県との協定で鍋松原海岸に設置した「磯の里」を
適切に管理運営する必要がある。

法令、県･市条例等【 玉名市岱明磯の里条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 鍋松原海岸施設管理・運営事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 大村　優

事務事業コード 311-15 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
岱明磯の里の岱明コミュニティーセンターへの機能集約事業については、市議会を始め、関係先団体
等への事業説明を経て一定の理解を得た状況であることから、計画通り事業の進捗を図ることとし、同
時に機能廃止後の磯の里の外部利用についての検討を継続して実施する。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

集約後の施設の利用についての協議・検討を行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

関係機関協議の結果、潮湯へ集約することを決定した。運営については、令和3年度をもって一時休業し、潮湯内の改修後に
営業を再開する（令和6年度を予定）。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
c

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 コロナ禍による休館及び松原海岸でのイベント等の中止による来館者数減少のため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

1,300,000 1,300,000 1,000,000

1,399,181 876,773 529,470
2 磯の里利用料金収入 委託販売（売上－仕入） 円

1,300,000

13,000 13,000 10,000

10,643 9,279 7,787
1 磯の里利用者数 レジ利用延べ人数 人

13,000

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

4,735

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 1 0

R04年度予算

対象（ 磯の里利用者数 10643 9279 7787 10000

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 4,211 4,444 6,621

1 1 1

磯の里維持管理業務
施設維持管理のための修繕を
行う。

修繕件数 件 － － 3 2

松原海岸樹木等伐採事業
業者に委託し松喰い虫に侵された
松の伐採及び防除をする。

防除回数 回 1

R02実績 R03実績 R04計画

磯の里指定管理業務
指定管理者により施設の維持
管理運営を行わせる。

営業日数 日 287 279 234 311

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】
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【２６】

【２５】
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≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 21,550 18,716 15,589 19,424

小　　　　計 8,214 5,202 5,745 5,960

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.50 0.95 1.10 1.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 13,336 13,514 9,844 13,464 0

一般財源 4,667 6,465 5,409 5,637

0

その他 0 1,918 1,601 1,920 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 6,911 0 0 0 0

県支出金 1,758 5,131 2,834 5,907 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・有害鳥獣捕獲許可（申請を受け、捕獲を許可）
・有害獣被害防護施設整備事業（防護施設の購入に対し、補助金を交付）
・有害鳥獣被害対策業務（年間を通した有害鳥獣の被害対策を委託）
・有害鳥獣捕獲業務（年間を通した有害鳥獣の捕獲を委託）
・市鳥獣被害防止対策協議会業務（対策検討会議の開催）
・有害獣猟具管理業務（有害鳥獣の捕獲用に猟具を貸与）
・狩猟免許等取得費補助事業 （新たに狩猟免許を取得した者へ取得費を補助）
・有害獣捕獲状況現地確認事業 （イノシシの捕獲状況確認、及び国庫補助事業の報告用写真
撮影と報告書作成を委託）
・大型囲いワナ管理業務 （大型囲いワナの定期点検等についての管理業務を委託）

⇒

事務事業を構成する細事業（　9　）本

① 有害鳥獣捕獲許可業務

② 有害獣被害防護施設整備事業

③ 有害鳥獣被害対策業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、農業者、水産業者

意図
（どのような状態にしたいか）

有害鳥獣の個体数調整（捕獲隊、予備隊による捕獲・処分）や有害獣の被害防護施設整備に対しての補助金を交
付することにより、有害鳥獣による農作物及び水産物被害を減少させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

近年、「鳥獣」とりわけイノシシによる農作物の被害が中山間地帯を中心に深刻化している。被害状況を見ると、水稲
や温州みかん等の果樹を中心に被害が発生しており、特に収穫直前の被害が多く農業生産意欲の減退や耕作放
棄地の増加をも招いているため、被害発生を防止する必要がある。

法令、県･市条例等【 市有害獣被害防護施設整備事業補助金交付要綱等 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 玉名地域広域鳥獣被害防止計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 鳥獣被害対策事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 藤﨑　貴志

事務事業コード 311-16 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
関係法令等を遵守した適正捕獲等に向け、今後も捕獲従事者への指導の強化・徹底を図る。また近年
ではシカやサルの市街地での出没に加え、カモによる葉物野菜類への食害が発生しており、一定の事
業効果が期待できる有効な手法を用い、引き続き被害の軽減・防止を図る。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

有害鳥獣による農作物等の被害軽減に資するため、現状のまま事業を継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
防護施設整備延長について、令和３年度予算計上時には約70件の申請を見込んで予算額を1,000千円増額したことにより目標延
長も長く設定していたが、予想よりも申請件数が少なかったため目標未達成となった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

841 954 918

1247 970 844
2 有害鳥獣捕獲頭・羽数

有害鳥獣（イノシシ・カモ等）の捕獲頭・羽数
※目標値は前年度（R２年度）実績捕獲頭・羽数から設定 頭・羽

1150

15000 22500 22500

16484 17372 19240
1 防護施設整備延長 申請された防護施設総延長 ｍ

15000

90.00% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 89.47% （↓） 105.56% （↑）

19,424

対象１単位あたりのコスト（千円） 17 19 18 20

R04年度予算

対象（ 有害鳥獣捕獲数 1247 970 844 970

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 21,550 18,716 15,589

49 45 70

有害鳥獣被害対策業務
年間を通した有害鳥獣の捕獲
を委託する。

委託期間 日 365 365 365 365

有害獣被害防護施設整備
事業

防護施設を購入に対し、補助
金を交付する。

補助金交付件数 件 48

R02実績 R03実績 R04計画

有害鳥獣捕獲許可業務
申請書の提出を受け、捕獲を
許可する。

許可件数 件 64 62 60 60

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績
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【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 10

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 18,954 19,016 18,938 21,973

小　　　　計 1,095 1,643 1,567 1,625

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.20 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 17,859 17,373 17,371 20,348 0

一般財源 13,037 12,585 12,517 10,507

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 4,729 4,695 4,761 0 0

県支出金 93 93 93 9,841 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

国営で造成された施設の多面的機能に相当する費用及び、予防的な
保全対策の実施に要する費用に対し補助を行うことにより、国営造成
施設を管理する土地改良区の管理体制の整備や強化を図る。（用水路
及び排水機場、排水樋門）
多面的機能を発揮する事業費の37.5％を補助する事業で、支援事業
（補助金）と推進事業（委託料）とからなる。
『第1期』 H12年度～16年度
『第2期』 H17年度～21年度
『第3期』 H22年度～29年度

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 国営造成施設管理体制整備推進事業

② 国営造成施設管理体制整備支援事業

③ 水利施設管理強化事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設を使用する農業者及び周辺住民

意図
（どのような状態にしたいか）

農業環境及び生活環境の維持、改善を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

国営事業で造成した農業水利施設は農業生産面での役割だけでなく水資源の涵養や洪水防止などの多面的機能を有しており、
近年の都市化、混住化の進展にともない、その多面的機能を享受している地域住民が増加している。この様な中で農業を取り巻く
環境は厳しく農家だけでこれら多面的機能を維持していくことは困難であり、今後、それらの機能の重要性を考えると積極的な支
援が必要である。

法令、県･市条例等【 国営造成施設管理体制整備促進事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

■ 該当施策区分 （１）農産物の振興

事務事業の名称 国営造成施設管理事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 浦谷　有佑

事務事業コード 311-18 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　国営事業で造成した農業水利施設は農業生産面での役割だけでなく水資源の涵養や洪水防止など
の多面的機能を有しており、施設を管理する土地改良区と連携し、施設の長寿命化を図る必要であ
る。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も玉名平野土地改良区との協定に基づき事業を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担にそぐわない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

水利施設管理強化事業の補助率を上げるため、玉名平野土地改良区との協定を行った。R４年度反映予定。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 事故なく機能を発揮した施設の割合

（施設数－緊急修理施設数）／総施設
数×100

％
100

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

21,973

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 18,954 19,016 18,938

2 2 2

水利施設管理強化事業
補助金を交付することにより排水機場の維持
管理を支援する。 補助金交付団体数 団体 1 1 1 1

国営造成施設管理体制整
備支援事業

補助金を支出すりことにより排水機場、樋門、
幹線水路の維持管理を支援する。 補助金交付団体数 団体 2

R02実績 R03実績 R04計画

国営造成施設管理体制整
備推進事業

委託により排水機場、樋門、幹線水路を維持
管理し各施設の保全を確保する。 委託件数 件 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 548 930 732 875

小　　　　計 548 743 685 721

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.10 0.10 0.10

0

小　　　　計 0 187 47 154 0

一般財源 0 37 9 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 150 38 154 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・耕作放棄地の解消を促すため解消費用の一部を県費で助成する。
（再生：定額30,000円/10a、営農定着：定額10,000円/10a）
・耕作放棄地解消者の県分に上乗せで市分（10,000円/10a）補助する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 耕作放棄地解消事業（耕作放棄地有効利用促進事業）

② 耕作放棄地解消対策事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H20 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

耕作放棄地解消農家

意図
（どのような状態にしたいか）

耕作放棄地の解消により農業生産力を向上させるため、耕作放棄地解消費用を補助し、耕作放棄地の解消及び発
生防止を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農地は食料生産の基盤であるとともに自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面的機能を有するものである。
近年担い手の減少、農業所得の減少等により耕作放棄地が増加しており、その解消が喫緊の課題となっている。そ
のため営農上や景観上で配慮すべき耕作放棄地を積極的に解消していく必要がある。

法令、県･市条例等【 耕作放棄地解消事業（耕作放棄地有効利用促進事業）実施要領 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 耕作放棄地等対策及び活用事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 平野　健

事務事業コード 312-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
今後も耕作放棄地の解消に向けた取組の推進をあらゆる方法で周知するとともに、関係部局と連携し
情報共有や取組強化等を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

引続き市HP等での周知により耕作放棄地解消の推進を図るとともに、農業委員会事務局及び農業委員との活動と連携し、解
消への取り組みを強化していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

耕作放棄地解消事業に係る補助事業を市HP及び認定農業者等へのメールやLINE配信による周知を進めている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 事業取組者が少なかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

0.33 0.33 0.33

0 0.37 0.09
1 耕作放棄地解消面積 耕作放棄地を解消した面積 ha

0.66

334.25% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 127.05% （↑）

875

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 930 732 219

R04年度予算

対象（ 耕作放棄地解消者数 0 1 1 4

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 548 930 732

１ 1 0耕作放棄地解消対策事業
県事業で解消した分について
市が単独で追加補助

補助金交付件数 件 0

R02実績 R03実績 R04計画

耕作放棄地解消事業（耕作放
棄地有効利用促進事業）

中心経営体等が解消した自己所有地外の農
用地の再生費用を県の補助金として支出 補助金交付件数 件 0 1 1 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 209,813 230,670 243,050 229,429

小　　　　計 6,297 7,588 8,096 8,398

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.15 1.35 1.55 1.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.10 0.00 0.00

0

小　　　　計 203,516 223,082 234,954 221,031 0

一般財源 203,516 219,485 234,954 181,114

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 36,000 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 3,597 0 3,917 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・負担金を支出して、排水路、農道の維持管理を行う。
・市土地改良区加入地区以外の排水路等の維持管理を行う。
・排水路、農道の大規模改良工事を行う。
・玉名平野地区湛水防除促進期成会に負担金を支出し、排水機、樋
門、排水路等の新設、改修、更新を行う。
・市土地改良区域内の排水路等の維持管理費用の補助を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 土地改良施設維持管理補助事業

② 土地改良事業（機械借り上げ、原材料費）

③ 土地改良事業（工事費）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

土地改良施設を改善することにより湛水被害等を防ぎ、農作業の効率化や低コスト化を図り、生産性の高い農地を
創出する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

玉名市の多くは菊池川流域の平坦地で形成され、農業用排水路の多くは土水路のままである。そのため、大雨時な
どには農用地の一部が湿田化し、機械作業・施設園芸の湛水等にも多大な労力を要することになり、営農活動に支
障を来たしているため、改善する事を市に求められている。

法令、県･市条例等【 土地改良法、玉名市土地改良事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 土地改良事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松本佳名子

事務事業コード 312-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　農道や排水路等の整備など地元要望が多く、限られた予算では十分対応しきれない状況である。排
水路や排水機場の大規模な整備は補助事業を積極的に活用し、補助事業の対象とならない小規模事
業については、緊急性や必要性等を判断し、事業実施地域の偏りがないようにしていく必要がある。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

玉名市の基幹産業である農業にとって、水路や農道といった基盤施設の維持管理は大変重要である。農業農村整備事業や
多面的機能支払交付金事業を活用した整備と同時に玉名市単独での維持管理を行う必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担にそぐわない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地元からの要望に基づく事業の公共性、緊急性、費用対効果の勘案を十分に行い、事業を実施することが出来た。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

100 100 100
1 排水路等整備率 累計延長／全体計画延長×100 ％

100

106.82% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 93.33% （↓） 95.74% （↓）

229,429

対象１単位あたりのコスト（千円） 42 45 47 44

R04年度予算

対象（ 農家数  農林業センサス 4952 5181 5181 5181

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 209,813 230,670 243,050

61 47 47

土地改良事業（工事費）
農業基盤の強化ため排水路、農道
の大規模改良工事を行う。

改良延長 ｍ 183.6 343.8 366.1 477

土地改良事業（機械借り上
げ、原材料費）

玉名市土地改良区の管理範囲以外の農業用
施設の維持管理を実施する。 維持管理箇所数 箇所 35

R02実績 R03実績 R04計画

土地改良施設維持管理補
助事業

 市から玉名市土地改良区へ排水路・農道の維
持管理費用を補助する。

8：2事業、7：3事業箇
所数

箇所 14 18 24 24

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 7,317 8,682 70,169 69,904

小　　　　計 1,917 1,369 2,089 2,167

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.25 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 5,400 7,313 68,080 67,737 0

一般財源 5,400 7,313 13,990 20,127

0

その他 0 0 54,090 47,610 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
排水機場設備については年次計画に基づき補修等を行い、施設の長
寿命化を図る。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 土地改良施設適正化維持管理事業

② 土地改良施設適正化事業負担金支出業務

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業用水利施設、市民、農地

意図
（どのような状態にしたいか）

土地改良施設の機能保持と、台風や大雨による湛水被害の防止を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農村地域の都市化・混住化及び社会的経済的諸条件の変化に伴い、土地改良施設の公共的な機能が増大してい
る。特に排水機場は地域を洪水から守る最終手段であり、防災面からみても重要な施設であるため計画的に整備す
る必要がある。

法令、県･市条例等【 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 土地改良施設適正化事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 田代　大援

事務事業コード 312-9 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　排水機場は地域を洪水から守る最終手段であり、防災面からみても重要な施設であるため、老朽化
している排水機場については計画的に整備し、施設の長寿命化を図るためにも本事業は必要と考え
る。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

湛水防除の機能維持のためも今後とも継続して実施する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者の特定が困難なため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

0 0 0

0 0 0
1 排水機場稼働不能回数 排水機場が稼働不能になった回数 回

0

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

69,904

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 1 1

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 7,317 8,682 70,169

5 6 7
土地改良施設適正化事業
負担金支出業務

各排水機場の施設整備に係る費用のうち、市
負担分の40％のうち30％を５ヶ年に分けて負
担金として支出する。
・晒排水機場・新栄排水機場・千田排水機場・
新石塘樋門・大浜機場・大正開機場

負担金支出に係る排
水機場数

機場 6

R02実績 R03実績 R04計画

土地改良施設適正化維持
管理事業

各排水機場の施設整備の実施の際に必要な
費用。
・新栄排水機場・千田排水機場・新石塘樋門

補修・整備機場数 機場 0 0 2 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

□

□ ■

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 1,213 1,414 2,318 2,736

小　　　　計 548 548 1,045 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 665 866 1,273 1,652 0

一般財源 4 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 661 866 1,273 1,652 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

海岸保全施設である海岸堤防に繁茂する雑草・投棄されたゴミ・異物
等の除去を行う。（年2回）

横　島　540㎡　　高　道　7,700㎡ 　　小　白　4,680㎡
共　和　2,400㎡　　大　相　6,300㎡　　鍋地区　2,205㎡

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 海岸樋門等維持管理事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

後背地の農用地及び住民の生命・財産を守る為に整備された海岸保全施設周辺の維持管理を行うことにより、台風
や高潮等に備える。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農林水産省所管の海岸保全地域で、県管理海岸内にある海岸保全区域において、高潮・波浪或いは、地盤の変動
による被害から海岸を保護し、国土の保全に資することを目的として整備された堤防や排水樋門等の海岸保全施設
周辺の維持管理を行う必要がある。

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 海岸樋門等維持管理事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 川口　元貴

事務事業コード 312-11 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　防災面からみても海岸樋門は重要な施設であり、農地海岸の適切な維持管理を図るうえで必要な事
業である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

計画的に海岸保全施設周辺の維持管理を行うことにより、海岸保全施設の適切な機能の発揮につなげる事業であるため、現
状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担にそぐわない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

計画的に海岸保全施設周辺の維持管理を行うことで、海岸保全施設の適切な機能の発揮につなげることができた。今後も継
続する必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

26260 21025 21025

20400 26260 21025
1 堤防周辺の除草・清掃面積 堤防周辺の除草・清掃面積 ㎡

20400

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

2,736

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 1,213 1,414 2,318

R02実績 R03実績 R04計画

海岸樋門等維持管理事業 堤防周辺の除草・清掃を行う。 除草・清掃回数 回 2 2 2 2

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 19

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 246,143 251,055 247,141 263,378

小　　　　計 5,750 4,573 4,080 4,272

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.05 0.65 0.65 0.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.52 0.42 0.42

0

小　　　　計 240,393 246,482 243,061 259,106 0

一般財源 60,044 61,331 60,227 65,777

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 6

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 120,305 123,821 2,221 0 0

県支出金 60,044 61,330 180,613 193,323 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・農地・農業用施設の保全管理や農村環境の保全向上のため、補助金
を交付することによって共同作業を支援する。
・適正に活動されているかの確認作業をする。
・毎年地区の農用地面積に応じて国、県、市を通じ、活動組織へ交付
する。
・負担割合：国50%、県25%、市25%

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 多面的機能支払交付金事業（農地維持支払）

② 多面的機能支払交付金事業（資源向上支払）

③ 多面的機能支払交付金事業（資源向上・長寿命化）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H19 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農村集落を中心とした農業者、農地、農業用施設

意図
（どのような状態にしたいか）

農地、農業施設等の資源の保全管理と農村環境の保全向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農地や農業用施設などの資源は、今後、後継者不足によって高齢化や、非農家の増加により適切な保全管理が困
難になることが予想されることから、保全管理について地域共同の取り組みを進めていく必要がある。

法令、県･市条例等【 多面的機能支払交付金実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 多面的機能支払交付金事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 川口　元貴

事務事業コード 312-12 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　農用地、水路、農道等の法面など、農業を支える共同施設を維持するため、共同活動に取り組む団
体に対して、国県の補助を受け支援するものであり、農業施設の長寿命化を図る重要な事業である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

農道や排水路整備の要望が多い中、小規模の施設の整備を地域自らが主体となり整備を行い、農業施設の長寿命化を図る
有意義な事業であるため継続が必要である。また、未実施地区については取り組みを推進する必要がある。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担設定がない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地元からの要望に多面での対応を提案し、実際に実施してもらう現場が増えてきており地元の中で主体性が生まれてきている
ようである。
また、実施していない地区に推進を進めていく。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

100 100 100

100 100 100
2 道路及び用排水路の整備進捗率 工事計画数/工事実施数 ％

100

313911 314132 301443

310907 313911 314132
1 受益面積 交付金対象面積 a

310907

90.30% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 98.04% （↓） 101.59% （↑）

263,378

対象１単位あたりのコスト（千円） 4,644 4,737 4,663 5,164

R04年度予算

対象（ 地区数 53 53 53 51

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 246,143 251,055 247,141

12 12 11

多面的機能支払交付金事業
（資源向上・長寿命化）

水路の整備や農道の舗装などの施設の長寿
命化のための活動に対して交付金を交付す
る。

交付団体数 団体 10 9 9 8

多面的機能支払交付金事業
（資源向上支払）

水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観
形成等の共同活動に対して交付金を交付す
る。

交付団体数 団体 13

R02実績 R03実績 R04計画

多面的機能支払交付金事業
（農地維持支払）

水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資
源の基礎的保全活動などの共同活動に対して
交付金を交付する。

交付団体数 団体 17 16 16 14

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 21

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 3,012 230,459 198,489 295,955

小　　　　計 3,012 3,012 4,440 4,605

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.55 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

115,419

小　　　　計 0 227,447 194,049 291,350 712,846

一般財源 0 38,981 33,264 43,174

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 42,900 36,600 50,300 129,800

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 145,566 124,185 197,876 467,627

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
施設の長寿命化・防災減災を図るため、老朽化した農業用施設の改
修・整備を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① ［R2年度～］排水路整備事業

② ［R3年度～］排水路整備事業

③ ［R3年度］排水機場補修事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H30 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

長寿命化により、将来的なコスト投入額抑制が期待できる。また、自然災害に対する防災減災効果が高まることで、
市民の安心安全に繋がる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

本市における多くの排水路は未だ整備されておらず、毎年の豪雨災害に伴い土羽法面等の崩壊や土砂堆積等が発
生している。また排水機場においても老朽化が進み、排水能力が劣化しているため豪雨災害時に適切な排水が行え
ず、湛水被害に発展しているケースが年々増加している。

法令、県･市条例等【 土地改良法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称
団体営農業農村整備事業（農業水路等長寿命化・防災減災
型）

所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下奈央

事務事業コード 312-13 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　平成３０年度からの新規事業で、老朽化した農業用施設（排水機場・排水路）の改修や整備を図って
いくために必要な事業であり、今後、積極的に事業を展開していきたい。

評価責任者

小山恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地元要望内容を適宜見直し、緊急性・必要性を改めて検討し、現状維持を図っていきたい。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2004 3692.4 6591.2

645.5 2934.1 3929.2
2 排水路整備延長 排水路等の整備累計延長 ｍ

645.5

4 5 7

3 4 5
1 排水機場数 排水機場の改修累計数 箇所

3

66.05% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.18% （↓） 532.71% （↑）

295,955

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 570 107 162

R04年度予算

対象（ 受益農家数 2805 404 1862 1823

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 3,012 230,459 198,489

0 0 2182

［R3年度］排水機場補修事
業

排水機場を補修する。 排水機場の補修箇所 箇所 0 0 1 0

［R3年度～］排水路整備事
業

排水路を整備する。 排水路の整備延長 m -

R02実績 R03実績 R04計画

［R2年度～］排水路整備事
業

排水路を整備する。 排水路の整備延長 m - 2289.1 995.1 350

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 22

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 3,559 30,647 47,349 58,212

小　　　　計 3,559 4,381 3,395 3,522

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.65 0.80 0.65 0.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

30,795

小　　　　計 0 26,266 43,954 54,690 219,163

一般財源 0 3,162 7,624 9,390

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 7,810 0 0

0 900 8,200 10,300 47,900

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 10,271

県支出金 0 14,394 28,130 35,000 130,197

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

①地域のニーズを踏まえた基盤整備による農業の競争力強化
　事業種類（補助率：50%）：農業用用排水施設、暗渠排水、土層改良、
区画整理、農作業道、農用地の保全
②整備済農地の高度利用を迅速・安価に図るための暗渠排水整備
　事業種類（定額助成）10万円/10ａ

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① ［R3年度～］排水路整備事業

② [R2年度～]排水路整備事業

③ R2年度排水路整備事業(繰越)

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家

意図
（どのような状態にしたいか）

畦畔除去等による区画拡大や暗渠排水等の農地の整備、老朽施設の更新等の農業水利施設等の整備を地域の実
情に応じて実施し、生産効率の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

我が国の農業は、農業従事者の減少や高齢化、農業所得の減少等、大変厳しい状況にある。このような状況の中、食料自給率の
向上を図るとともに、農業の有する多面的機能が将来にわたって発揮されるためには、担い手への農地集積の加速化や農業の高
付加価値化の推進等により、競争力ある「攻めの農業」を展開し、意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整えることが必要で
ある。

法令、県･市条例等【 農業基盤整備促進事業実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 団体営農業農村整備事業（農地耕作条件改善型）
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下　奈央

事務事業コード 312-14 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　地域の実状に応じ迅速に農地や農業水利施設等の整備を行うもので、導入作物に適した耕作条件
の改善を図るための暗渠排水整備や、農業基盤強化を図るため排水路整備を実施する重要な事業で
ある。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地元要望内容を適宜見直し、緊急性・必要性を改めて検討し、現状維持を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

公共性が高いため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

工事のタイミングが重なることで事業費が増大となるため、年度間バランスを適正に執行できるよう留意する。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 事業費増（施工箇所増）による数値上での未達成

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

502.69 492.82 492.82

481.69 492.82 492.82
2 暗渠排水等の整備面積 暗渠排水等の整備累計面積 ha

499.8

7168 7161 7767.2

6658 6658 7151.2
1 排水路整備延長 排水路等の整備累計延長 ｍ

6804

76.47% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 11.11% （↓） 69.23% （↓）

58,212

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 9 13 17

R04年度予算

対象（ 農家数（農林業センサス数値） 4952 3527 3527 3527

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 3,559 30,647 47,349

0 127.1 0

R2年度排水路整備事業
(繰越)

暗渠排水管を整備する。 暗渠排水整備面積 ha - 11.13 0 0

[R2年度～]排水路整備事
業

排水路を整備する。 排水路を整備延長 m -

R02実績 R03実績 R04計画

［R3年度～］排水路整備事
業

排水路を整備する。 排水路の整備延長 m - 0 0 312

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

□ □ ■ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 14 23

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 240,181 116,727 18,326 8,622

小　　　　計 3,833 4,107 3,395 3,522

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.70 0.75 0.65 0.65

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

119,225

小　　　　計 236,348 112,620 14,931 5,100 734,800

一般財源 8,586 15,429 2,575 936

6,426

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

76,200 21,300 2,800 900 138,877

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 151,562 75,891 9,556 3,264 470,272

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

農道や排水路等の農業基盤を整備する。
元玉名　他14地区
排水路L=9,495m
農道L=1,650m（W=4.0m）
合計　L=11,145m
・受益面積　6,640ha

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 集落基盤整備事業（玉名）

② 集落基盤整備事業（玉名）（繰越）

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H24 年度～ R10 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農家・地域住民

意図
（どのような状態にしたいか）

排水路については、更に地下水位を下げる必要があるのでｺﾝｸﾘｰﾄ製品でﾗｲﾆﾝｸﾞを実施し、農道については、農作
物の荷傷み或いは防塵のための舗装等、農村地域の生産基盤や生活環境を整備することで、農業生産性の向上を
図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

幹線水路及びほ場整備等で対応している水路以外のほとんどが土水路で非常に水の流れが悪く、大雨ごとに湛水
している地区がある。このような状況の中で、イチゴやトマト等の施設園芸が営まれ、農産物の品質低下が農家を苦
しめている。また、農家の高齢化に伴い地元での維持管理不足や未整備の農道が多数存在しており、早期の整備
が必要である。

法令、県･市条例等【 土地改良法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 農村振興基本計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 団体営農業農村整備事業（集落基盤整備型）
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 松下奈央

事務事業コード 312-15 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　国からの一括採択を受けて事業実施しており、排水路整備については、令和2年度で完了し残りの農
道整理事業（3路線）については、令和３年度より1路線着手しており着実に業務を遂行する必要があ
る。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

当初、令和3年度までの施工計画であったが、毎年度の県予算の計上額を考慮し、令和10年度まで施工期間を延長する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

- 24 24

- - 13
2 農道整備率 累計延長／全体計画延長×100 ％

-

100 - -

93 100 -
1 排水路整備率 累計延長／全体計画延長×100 ％

85

166.67% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 108.83% （↑） 598.03% （↑）

8,622

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,985 1,824 305 183

R04年度予算

対象（ 受益農家数 121 64 60 47

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 240,181 116,727 18,326

2002.6 210 0
集落基盤整備事業（玉名）
（繰越）

農業基盤施設を整備する。 排水路・農道整備延長 ｍ 257.4

R02実績 R03実績 R04計画

集落基盤整備事業（玉名） 農業基盤施設を整備する。 排水路・農道整備延長 ｍ 2697.2 3311.1 0 185

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 15 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ □ ■

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 716 1,695 1,445 1,585

小　　　　計 548 1,095 1,045 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 168 600 400 501 5,100

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 168 600 400 501 5,100

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・換地に関する委員会
・担い手への農地集積に関する委員会 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 農業経営高度化支援事業（扇崎・大野下地区）

② 農業経営高度化支援事業（神崎・富新地区）

③ 農業経営高度化支援事業（明丑地区）

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 年度から】 H26 年度～ R9 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

経営体育成基盤整備事業の対象となる事業者

意図
（どのような状態にしたいか）

経営体育成基盤整備事業が実施されている地区において、生産性の高い農地を高度経営体へ一定以上集積する
ことを支援する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

経営体育成基盤整備事業地区内には、小規模農地が点在しているため、換地委員会で換地を行い、高度経営体へ
一定以上の農地集積を行う必要がある。

法令、県･市条例等【 土地改良法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 農業経営高度化支援事業
所管課 農地整備課

作成者（担当者） 敷田　博

事務事業コード 312-17 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
　圃場整備事業により生産性の高い農地を高度経営体に集積させることにより、担い手及び営農組合
等による大規模農業経営の確立が図られる重要な事業である。

評価責任者

小山　恭徳

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

地元と熊本県との連絡調整を図り、耕作者による高度経営体への農地集積を促すことを目的としており、事業完了まで現状の
まま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担は馴染まない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地元と熊本県との連絡調整を図った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

－ 80.4 80.4

－ － 80.4
2 神崎・富新・明丑地区農地利用集積率

※農地整備事業計画の認定農家等への農
地集積率の目標が80.4％となっている

％
－

69 69 69

69 69 69
1 扇崎・大野下地区農地利用集積率

担い手への利用集積面積(ha)／農用地面積(ha)×100
※農地整備事業計画の認定農家等への農地集積率の目
標が68.5％となっている。

％
69

91.43% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 144.74% （↑） 118.75% （↑）

1,585

対象１単位あたりのコスト（千円） 55 38 32 35

R04年度予算

対象（ この事業の対象と成る換地委員数 13 45 45 45

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 716 1,695 1,445

22 7 7

農業経営高度化支援事業
（明丑地区）

換地委員会を開催して、生産組織
へ利用集積を図る。

換地委員会の開催回
数

回 ― 12 4 7

農業経営高度化支援事業（神
崎・富新地区）

換地委員会を開催して、生産組織
へ利用集積を図る。

換地委員会の開催回
数

回 ―

R02実績 R03実績 R04計画

農業経営高度化支援事業（扇
崎・大野下地区）

換地委員会を開催して、生産組織
へ利用集積を図る。

換地委員会の開催回
数

回 9 3 6 10

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 1 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 4,239 3,186 7,754 9,959

小　　　　計 2,190 2,580 6,953 8,353

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 1.10 1.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,165

0.20 0.74 1.34

0

小　　　　計 2,049 606 801 1,606 0

一般財源 500 131 136 1,160

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,549 475 665 446 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

農地法等に基づく事務の適正実施のための事業
・利用状況調査の実施
農地の有効利用を図るための事業
・議事録作成
・委員研修

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 機構集積支援事業

②

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ22 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者及び農地の所有者

意図
（どのような状態にしたいか）

農地中間管理機構が担い手への農地集積・集約化を促進するに当たって、農業委員会が関連する業務を適切に実
施できるようにする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業の生産性を高め、競争力を強化していくために、担い手への農地集積・集約化を加速し、生産コストを削減して
いく必要がある。このため、農地の中間的受け皿となる農地中間管理機構による担い手への農地集積と集約化を支
援し、農業の競争力強化のために不可欠な産業構造の改革と生産コストの削減を実現する。

法令、県･市条例等【 農業委員会等に関する法律、農地中間管理事業の推進に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （２）農業基盤整備の推進

事務事業の名称 機構集積支援事業
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 園木　俊範

事務事業コード 312-19 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
農地利用状況調査の結果、再生可能な農地所有者の利用意向確認の成果が、県農業公社を通じて反
映されつつあるので、今後継続していくことが望ましい。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

遊休農地の発生防止・解消に向けた農地の利用状況調査を年１回実施し、遊休農地の所有者には利用意向調査を実施し、
農地の利用状況や所有者の意向について調査を実施し、農地等の有効利用の促進を図る。
また、適正な農地管理が図られるよう非農地判断を定期的に実施するなど現状の把握に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

遊休農地の発生防止・解消に向けた農地の利用状況調査を行い、遊休農地の所有者には利用意向調査を実施し、農地等の
有効利用の促進を図る。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
耕作放棄地解消面積は事業当初は多かったが、ここ数年は放棄地解消の面積が減少傾向にある。
利用調査を実施したが、所有者の意思確認がとれなかったり、対象農地が農用地区域内のため非農地が進まなかった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

5 5 2..7

15.8 3.8 3.2
1 耕作放棄地の解消面積 用途転換、非農地化面積 ha

8

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

9,959

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 耕作放棄地面積（㎡） 2821144 3141101 2727900 2727900

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 4,239 3,186 7,754

R02実績 R03実績 R04計画

機構集積支援事業
耕作放棄地の調査を行い希望者に斡旋するこ
とにより耕作放棄地の解消に繋げる 意向調査面積 ha 11.2 12.4 9.5 9.5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 7

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 46,466 39,618 33,905 40,086

小　　　　計 6,845 11,973 6,659 6,975

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.25 1.93 1.05 1.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.72 0.72 0.72

0

小　　　　計 39,621 27,645 27,246 33,111 0

一般財源 1,289 54 3,598 2,809

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 38,332 27,591 0 0 0

県支出金 0 0 23,648 30,302 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・青年（50歳未満）の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため新規
就農（独立・自営就農）を行う者に経営が不安定な就農直後（5年以内）
の所得を確保する給付金を給付する。
・実質化した玉名市人・農地プランの営農方針や集積集約の具体的な
方法について地域で話し合い活動を実施する。
・中心経営体から経営を継承した後継者が、その経営を発展させるた
めの経営発展計画を作成し、同計画に基づく経営発展に向けた取組み
を実施した場合に最大100万円を補助する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 農業次世代人材投資事業（経営開始型）

② 人・農地プラン運用事業

③ 人・農地問題解決加速化支援事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H24 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

地域の中心となる経営体、独立・自営就農する新規就農者

意図
（どのような状態にしたいか）

地域の中心となる経営体（個人、法人、集落営農）の確保や、新規就農者の定着を支援することにより、農業の競争
力・体質強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業従事者の減少や高齢化、耕作放棄地の増大など農業農村が脆弱化傾向にあるため、従来から進めている認定
農業者や集落営農組織等の育成・確保、及び農地の利用集積をさらに推進していく必要がある。

法令、県･市条例等【 玉名市農業次世代人材投資事業実施要綱、玉名市経営継承・発展支援事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

事務事業の名称 地域農業経営安定推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 平野　健、本山さおり

事務事業コード 313-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
市町村が策定する計画として法定化された地域の農業・農地利用の基本構想となる「人・農地プラン」
は、農地の大区画化を踏まえつつ、10年後の農地の効率的・総合的な利用を明確させる。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

　就農相談時に、関係機関と連携しながら、相談者の就農形態を確立していく。補助金等の話から入るのではなく、5か年の経
営計画を立てていくことに重点を置きながら対応していく必要がある。
　人・農地プランの法定化により地域計画の策定が必要になることから、関係機関との役割分担の明確化や推進体制の検討
を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

国の定める要綱があるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

農業経営を開始する以前に、農作業だけでなく経営の分野においても研修中に習得するよう指導することとした。また、自らの
農業経営に即した収支計画を立てられるよう農業経営アドバイザー及び関係機関との連携強化に繋がり、収支計画の重要性
を意識したサポート体制を構築することができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

100 100 100

98.46 100 100
1 新規就農継続率

新規就農状況報告中の者について、
営農継続している者の割合

％
100

84.59% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 82.54% （↓） 98.40% （↓）

40,086

対象１単位あたりのコスト（千円） 1,721 2,085 2,119 2,505

R04年度予算

対象（ 交付対象者数（夫婦は2人を１でカウント） 27 19 16 16

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 46,466 39,618 33,905

2 1 2

人・農地問題解決加速化
支援事業

人・農地プランの実質化に向けたアンケート調
査、地域での話合いを行う。 人・農地プラン数 個 4 10 10 10

人・農地プラン運用事業
検討委員会を開催しプランの
策定、見直しを行う。

検討委員会開催回数 回 1

R02実績 R03実績 R04計画

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

新規就農（独立・自営就農）を行う
農業者へ投資資金を交付する。

資金交付件数 件 30 19 16 16

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 3 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 12,553 9,620 15,717 7,766

小　　　　計 7,393 7,736 6,790 7,177

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.35 0.90 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 7,971

1.44 1.44 1.44

0

小　　　　計 5,160 1,884 8,927 589 0

一般財源 180 0 0 0

0

その他 4,588 336 354 589 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 392 1,548 8,573 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

農地中間管理機構（県農業公社）が農地の受け皿となり、離農する農
業者等の農地を借り受け、農地集積や農地集約を行う担い手に貸しつ
ける。
農地を貸しつけた地域や個人に、農地の面積等に応じて、協力金を交
付し、担い手への農地集積・集約化を加速化させる。
市は農地中間管理機構から事務を受託し、相談窓口や事務手続き業
務を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 経営転換事業

② 地域集積事業

③ 農地集積推進事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H26 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農地、農業者

意図
（どのような状態にしたいか）

担い手への農地集積と集約化を進めることで、耕作放棄地を減少させるとともに、担い手の農業生産性を向上させ
競争力強化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業者の高齢化や後継者不足により、耕作放棄地の拡大が進んでおり、地域農業を支える担い手への農地の集
積・集約化が喫緊の課題となっている。

法令、県･市条例等【 農地中間管理事業の推進に関する法律、市機構集積協力金事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

事務事業の名称 農地中間管理事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 本山　さおり

事務事業コード 313-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

■

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
農地バンクによる農地の集積・集約が加速するような事業効果が高い新たな市独自事業を急ぎ創設す
るなどして効率的・効果的な農地利用を図ることで、将来にわたり持続可能な地域農業づくりを構築す
る。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

機構集積協力金の補助対象が、個人から地域へシフトしているため、活用のハードルが高くなっている。このため、農地中間
管理機構を通した契約を推進するため、新たな補助事業を検討し、集約化を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

地図情報の活用に向けて農業委員会と検討していたが、人・農地プランの法制化に伴い、目標地図を作成する必要がでてき
た。これには農地関係の情報を一筆ごとに表示できるデジタル地図（eMaff地図）を活用することから、国が農業委員会に対
し、現場で使用するタブレット等を配布するなどの予算措置を行うこととなった。このため、単独でのシステムではなく、このデ
ジタル地図を活用することで業務の効率化を図ることとした。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2,000 1,000

3,196 262 5,838
2 機構からの転貸面積（地域）

地域から機構に貸し付けられた農地面
積

ａ
8,000

1,500 2,000

1,241 2614 3,508
1 機構からの転貸面積（個人）

個人から機構に貸し付けられた農地面
積

ａ
1,300

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.00% （→） 60.00% （↓）

7,766

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 3 5 0

R04年度予算

対象（ 機構からの転貸面積 4437 2876 3000 0

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 12,553 9,620 15,717

0 2 0

農地集積推進事業
農地中間管理機構を通した契
約を推進する。

補助金交付件数 件 0 0 0 0

地域集積事業
地域の集積対象農地を貸付けた場合、農地改
善事務組合へ補助金を交付する。 補助金交付件数 件 0

R02実績 R03実績 R04計画

経営転換事業
農地を機構に預けた所有者に
補助金を交付する。

補助金交付件数 件 5 28 4 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 23,300 22,602 15,854 20,890

小　　　　計 8,762 7,811 7,443 7,788

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.60 1.17 1.20 1.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,279

0.72 0.72 0.72

0

小　　　　計 14,538 14,791 8,411 13,102 0

一般財源 12,644 14,368 8,161 12,175

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,894 423 250 927 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・農地利用計画を定め、農業委員会の承認を受け公告し、農地の貸し
借りを行う。
・認定農業者協議会への委託や、新規・更新の認定農業者の審査会等
を開催する。
・農地を面的集積した認定農業者と貸主へ助成金を交付。
・農業後継者団体へ助成金を交付し後継者育成を図る。
・法人設立に伴う費用支援や組織化・法人化に向けた活動等に対する
支援を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 認定農業者支援業務

② 農業経営基盤強化促進事業

③ 担い手規模拡大助成事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

認定農業者、集落営農組織

意図
（どのような状態にしたいか）

認定農業者協議会への委託による各種研修会の開催や、集落営農組織等の組織化や法人化に対する支援を実施
し、地域農業の活性化及び担い手の育成・確保を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

今後、農業者の減少と高齢化の進行が見込まれる中、効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分を担
う望ましい農業構造の確立を図るために意欲と能力のある担い手の育成、確保に積極的に取り組む必要がある。

法令、県･市条例等【 農業経営基盤強化促進法、玉名市農業担い手規模拡大事業助成実施要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

事務事業の名称 担い手育成推進事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 廣川　嘉春

事務事業コード 313-4 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
地域の担い手への農地集積・集約を推進させる主旨の規模拡大助成事業については、現行要綱での
相続の有無に関係なく市外の貸人の場合には交付対象外とすることについては、事業主旨との整合性
や対象者拡充の必要性等を踏まえ検討することとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

未相続農地の貸手要件のみでなく、問題点の抽出を行い、全体的な改正に向け見直しを行っていく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担になじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

農地の担い手への流動化を促進するため特に未相続農地の貸手要件の見直しについて検討し、代表となる申請者の特定に
ついては親族間の同意が必要である等の理由から、未相続農地の貸手に対する交付は行わないこととした。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
認定農業者数については、期限切れの期間が長期となっていた者を除外したため。農用地集約面積については、新規の賃借契約
が少なかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

90 90 90

73 102 53
2 農用地集積面積 規模拡大事業による農地の集積面積 ha

90

980 970 929

972 979 929
1 認定農業者数 年度末の認定農業者数 人

1,000

72.73% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 104.35% （↑） 143.75% （↑）

20,890

対象１単位あたりのコスト（千円） 24 23 16 22

R04年度予算

対象（ 認定農業者数 972 979 970 929

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 23,300 22,602 15,854

12 12 12

担い手規模拡大助成事業
農地の面的集積を行った認定農業
者と地主に対する補助

補助金交付件数 件 193 276 249 200

農業経営基盤強化促進事
業

農業委員会の承認を受け、公
告を行う。

公告回数 回 12

R02実績 R03実績 R04計画

認定農業者支援業務
認定農業者協議会開催の研
修会の開催

研修会開催回数（全
体）

回 13 0 2 5

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 7 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 821 10,345 1,828 42,864

小　　　　計 821 1,095 1,828 1,084

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.20 0.35 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 0 9,250 0 41,780 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 9,250 0 41,780 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

事業要望者を募り、事業申請、交付申請等の調書を作成し、県へ申請
を行う。決定後事業実施者の進捗管理を行い補助金を交付する。全国
で地域平均ポイントの高い順から配分となるので、事業申請を行ったう
えで判定を受ける。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 担い手確保・経営強化支援事業

② 担い手確保・経営強化支援事業（繰越）

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 R1 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

人・農地プランに位置付けられた認定農業者、集落営農組織等

意図
（どのような状態にしたいか）

先進的な農業経営の確立に意欲的な地域の担い手に対し、必要な農業用機械・施設の導入を支援することにより、
更なる生産性の向上を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

総合的なＴＰＰ等関連政策大綱に即し、次世代を担う経営感覚に優れた担い手を育成し、強く持続的な生産構造を
実現することが必要となっている。

法令、県･市条例等【 玉名市担い手確保・経営強化支援事業補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

事務事業の名称 担い手確保・経営強化支援事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 小畠

事務事業コード 313-5 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
国補正で事業化される同事業は類似事業と比べ高補助率であり農家にとって利点が多い反面、全国
で見る本市要望の採択率は低いが、今後も設備投資を計画する農家には事業活用を促すとともに、4
年度への事業繰越分は年度内に事業完了させることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

申請者の配分ポイントにより採択結果が左右され、国の採択状況も厳しくなっているため、採択ポイント状況等を把握し、市と
しての基準を設け、申請者にとって有意な情報提供を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

申請者への配分ポイントが採択基準となる事業であり、申請者のポイント状況により採択が大きく左右されるため、申請段階
において過去の採択ポイント状況等を把握し、申請者への支援を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

10 0 15

0 10 0
1 農業用機械又は施設の整備件数 農業用機械又は施設の整備件数 件

50

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

42,864

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 1,035 0 2,858

R04年度予算

対象（ 農業用機械又は施設の整備件数 0 10 0 15

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 821 10,345 1,828

2 0 3
担い手確保・経営強化支
援事業（繰越）

補助金を交付することにより農業
用機械等の整備を支援する

要望者数 人 ***

R02実績 R03実績 R04計画

担い手確保・経営強化支
援事業

補助金を交付することにより農業
用機械等の整備を支援する

要望者数 人 0 0 0 0

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□

■

□ □

□ ■ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 1 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 2,924 2,321 3,544 3,872

小　　　　計 2,738 2,190 3,134 3,251

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.50 0.40 0.60 0.60

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 186 131 410 621 0

一般財源 0 0 0 0

0

その他 186 131 410 621 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
農業者年金加入を促すために推進活動を行うと共に年金受給開始手
続事務や受給変更・停止などの手続事務を行う。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 農業者年金加入推進事業

② 農業者年金受給者説明会業務

③ 農業者年金現況届業務

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

農業者、農業者年金受給及び予定者

意図
（どのような状態にしたいか）

戸別訪問、説明会を開催して農業者年金への加入を促進し、農業者年金の適正な受給を図る。
農業者年金の受給等の手続きをスムーズに行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

農業者年金への加入促進活動を行い、農業者年金基金の安定化を図り、それによる農業者の老後の生活安定及
び福祉の向上を図る。

法令、県･市条例等【 独立行政法人農業者年金基金法、同法施行規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （３）農業経営者の育成と受け皿づくり

事務事業の名称 農業者年金事業
所管課 農業委員会事務局

作成者（担当者） 村上　寛子

事務事業コード 313-6 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
令和３年度の委員改選を経て実施した年金業務研修の成果が、目標加入件数として反映されることを
期待します。

評価責任者

小山　博

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和３年度に農業委員の改選があったため、新任委員を中心に新規の農業者年金加入推進対象者を洗い出し、加入推進活
動を行う。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和３年８月に農業委員改選があり、年金加入推進部長についても変更があった。令和３年度においては、新型コロナウイル
スの影響で戸別訪問等ができなかったため、制度等についての研修会や勉強会のみ開催した。令和４年度から加入推進活動
を積極的に行っていきたい。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由
令和３年８月に農業委員改選に伴い、年金加入推進部長の変更があり、新型コロナウイルスの影響で戸別訪問等ができなかった
ため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

14 14 12

14 12 13
1

農業者年金新規加入者数
a：通常加入、ｂ：政策支援加入

件
14

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

3,872

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 0 1 1

R04年度予算

対象（ 農業者[2020農林業センサス] 4952 4952 4952 4166

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 2,924 2,321 3,544

0 0 1

農業者年金現況届業務
受給権を確認し、適正な受給
につなげる。

受付人数 人 1084 1004 960 950

農業者年金受給者説明会
業務

説明会を開催して農業者年金をスムーズに受
給できるようにする。 開催件数 件 1

R02実績 R03実績 R04計画

農業者年金加入推進事業
戸別訪問し加入促進して加入率を上げ、老後
の豊かな生活ができるようにする。 訪問件数 件 16 5 11 20

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 2,479 1,110 1,007 1,044

小　　　　計 2,464 1,095 992 1,029

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.45 0.20 0.19 0.19

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 15 15 15 15 0

一般財源 15 15 15 15

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容
・菌床栽培や竹搾液生産者を調査する。
・林業振興団体へ負担金を交付して林業振興を支援する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 特用林産物生産調査業務

② 林業振興関係団体負担金事業

③

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、企業他

意図
（どのような状態にしたいか）

林業の発展及び振興を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

熊本県森林・林業・木材産業基本計画の3つの視点である、森を育む・森を活かす・森と親しむに沿って事業を推進
する必要がある。

法令、県･市条例等【 森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

事務事業の名称 林業振興事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 廣瀬　慶一郎

事務事業コード 314-1 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
県及び関係市町との共同事務である林業関係団体への負担金事業については、引き続き、連携した
事業推進を図っていく。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

林業振興のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

調査業務のため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

2

200 200 200

231.7 208.4 209.5
1 菌床栽培生産量 生しいたけ・えのきたけの生産量 ｔ

200

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

1,044

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 2,479 1,110 1,007

1 1 1
林業振興関係団体負担金
事業

負担金を支出して林業振興を
支援する。

負担金支出団体数 団体 １

R02実績 R03実績 R04計画

特用林産物生産調査業務
菌床栽培や竹搾液生産者を調
査

調査生産者数 件 3 3 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

□ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 16,962 6,997 9,762 8,195

小　　　　計 1,643 1,643 1,567 1,625

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 15,319 5,354 8,195 6,570 0

一般財源 13,752 5,354 8,195 6,570

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,567 0 0 0 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・市管理林道を占有する者に対する許認可行為
・民間事業者への業務委託等による林道の維持管理
・台帳システムでの林道現況値の把握・管理
・県所管の林道関係団体への林道整備事業負担金

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 林道占用許可業務

② 林道維持管理業務

③ 林道整備関係団体負担金事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

林道の通行者、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

既存林道の点検パトロールや補修等の適正な維持管理により、通行上の安全を確保する

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

市民と森林との関わりを深めたり、森林の保全を行うための作業道としての機能や役割を有する林道は、通行者が
いつでも安全で安心して通行できるように、管理者である市による維持管理が必要である。

法令、県･市条例等【 玉名市林道管理条例、森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

事務事業の名称 林道事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 森川　敬太

事務事業コード 314-2 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

■

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
林道利用者の安全性や利便性の向上のためには事後保全ではなく予防保全が重要であり、引き続
き、効果的・効率的な施設の維持管理及び地震・豪雨等気象災害の発生にも最小の施設被害で免れ
るよう必要な措置を講じることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

森林保全のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

一般交通の用に供する道路であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

57.0 55.0 48.0

63.0 57.0 56.3
2 管理林道ガードレール改修（ｍ）

劣化・腐食が進んだ木製ガードレール
の改修延長

ｍ
62.5

0 0 0

0 0 0
1 事故発生件数 林道通行上の事故、負傷等件数 件

0

100.00% （→）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

8,195

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 0 1 1

R04年度予算

対象（ 林道総延長（ｍ） 14444 14444 14444 14444

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 16,962 6,997 9,762

1 1 1

林道整備関係団体負担金
事業

負担金を支出し、林道整備を
促進する。

負担金支出団体数 団体 1 1 1 1

林道維持管理業務
除草や伐木、路面修繕により
維持管理する。

修繕箇所数 箇所 2

R02実績 R03実績 R04計画

林道占用許可業務
申請書の提出を受け、占用料
を徴収し許可する。

申請許可件数 件 4 4 4 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 6 項 2 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,632 1,786

合　　　　　計 7,800 15,266 17,891 22,120

小　　　　計 3,012 5,257 4,440 4,605

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.55 0.96 0.85 0.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,476 5,476 5,223 5,418

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0

0.00 0.00 0.00

0

小　　　　計 4,788 10,009 13,451 17,515 0

一般財源 4,490 8,156 7,604 9,840

0

その他 0 1,566 5,541 7,262 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 298 287 306 413 0

起債

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算 R04年度予算

事務事業の具体的内容

・森林環境譲与税業務（森林経営管理意向調査等業務、森林経営管理権集積計画作成業務、
森林経営管理民有林整備業務、森林GISシステムリース料）
・緑化推進事業（市みどり推進協議会の活動）
・鍋松原海岸保全松林樹幹注入業務（玉名市岱明町鍋の松林保全）
・自然公園環境保全活動事業（維持管理・清掃活動）
・森林保全関係団体負担金事業 （玉名地域森林・林業振興協議会）
・伐採及び伐採後の造林届出業務（指導・助言）
・針広混交林促進事業普及業務（三者協定のもと森林間伐等を実施）
・林地開発許可(変更)申請に関する意見聴取業務(開発に関する意見照会）

⇒

事務事業を構成する細事業（　10　）本

① 森林環境譲与税業務

② 鍋松原海岸保全松林樹幹注入業務

③ 緑化推進事業

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、森林所有者、森林組合

意図
（どのような状態にしたいか）

緑化意識の啓発や自然公園及び森林資源の保全を図る。また、森林環境譲与税を活用した森林整備を推進する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

無秩序な森林の伐採や開発は、森林の荒廃を招き、山崩れや風水害による災害を発生させる原因となり、森林の造
成には超長期の年月を要することから一旦このような状態になってから森林の機能を回復することは容易ではな
い。そのため長期的な視点に立った計画的かつ適切な森林の取り扱いを推進することが必要である。

法令、県･市条例等【 森林法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約

その他の計画【 県森林・林業・木材産業基本計画 】 該当なし

総合計画での位置付け

基本目標（章） ③賑わいと活力ある産業づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （１）農林業の振興

□ 該当施策区分 （４）森林の多面的活用と整備

事務事業の名称 森林保全事業
所管課 農林水産政策課

作成者（担当者） 廣瀬　慶一郎

事務事業コード 314-3 実施 令和04年度(令和03年度実績)

事務ふりかえりシート

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】

【14】

【13】

【6】

【12】

【15】

【16】

【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
国からの森林環境譲与税を活用した森林の経営管理と適正整備について、年次計画に基づき継続し
て実施するとともに、市民の緑化意識の啓発及び森林機能の保全を図ることとする。

評価責任者

前田　竜哉

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

森林資源の保全のため現状のまま継続する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

森林経営管理法に基づくため。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

当初、設定した地区に関して３年間で意向調査、現地調査、集積計画、間伐と一連の森林経営管理に関する取組を完了させ
る計画だったが、これを２年間で完了する計画に見直した。事務効率を向上させるため、調査業務等を単年度に完了させると
ともに、次年度に間伐を実施できるようスケジュール管理を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

1,588,041 1,713,755 1,684,510

1,812,900 1,728,041 1,797,805
2 緑の羽根募金額 家庭募金及び職場募金の総額 円

1,727,800

38 23.78 38.22

*** 43.19 24.20
1 森林経営管理意向調査実施区域 森林経営管理意向調査の実施面積 ha

***

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
R01目標 R02目標 R03目標 R04目標

R01実績 R02実績 R03実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 0.00% （－） 0.00% （－）

22,120

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R04年度予算

対象（ 市民 66319 65817 65189 64303

R01年度決算 R02年度決算 R03年度決算

投入コスト合計（千円） 7,800 15,266 17,891

60 54 65

緑化推進事業 緑の募金の呼びかけをする。 緑の募金の受付件数 組織 241 262 267 267

鍋松原海岸保全松林樹幹
注入業務

鍋松原海岸の松に薬剤を注入
する。

松の薬剤注入本数 件 56

R02実績 R03実績 R04計画

森林環境譲与税業務
森林所有者に意向調査を実施
する。

森林経営管理意向調
査の実施面積

ha 0 43.19 24.20 38.22

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 R01実績

【18】
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【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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【２8】


